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昭　和　61　年　　2　月
「企業と杜会」論の生成
小　林　俊　治
　r企業と杜会」論がアメリカおよび日本で本格的に研究されるようになった
のは，1970年代に入ってからである。しかL，企業と杜会の関係は，1960年代．
にすでに新Lい局面を迎えていた。すたわち，’杜会一般のビジネスに対する態
度がそれまでの生産者主権の考え方から，公害反対を含めた広い意味の消費者
主権の再認識へと移行しはじめたのは，アメリカではケネディ上院議員の大統
領当選（1960年）と暗殺（1963年），目本では日米安全傑障条約改定反対運動
（1960年）と「所得倍増計画」の発表（1960年，池田勇人内閣）・などがあった
1960年代初期である。それは，日本でもアメリカでもようやく第2次世界犬戦
およびその後に続いたアメリカとソ達の冷戦，さらには朝鮮戦争，スターリシー
批判といった一連の大きな杜会変動が起ったあとの，新しい時代への入口でも
あった。そして，企業も次第に犬規模化L，また社会のライフ・スタイルの変
革をもたらすような新製品を市場に提供するようになり，社会に対する企業の
影響力が一段と強‡ってきた。それとともに，杜会の側から企業に対する批判
も強まってき牟。ただ杜会の側からの批判は，たんに企業だげに向けられたの
ではなく，夫学，政府，政党，軍隊などいうエスタブリシュメントにも攻撃の
矢は向けられてきた。したがって，r企業と杜会」論の発生のきざしは1960年
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初期よりあった。
　さらに1965年頃よりベトナム反戦運動が世界各地で起り，それを核，ないし
間題意識の源泉として，さらに一層杜会のさまざまな分野において変革の嵐が
起きた。コンシューマリズム，反公害運動，フェミニズム運動，環境保全運動，
大学改革運動などが噴出Lた。この杜会の変革の動きは，西側先進国および目
本においてとくに顕著に見られた。ωこの環境変化を読み取った企業は，「マー
ケテンソグ・コソ七プト」導入し，消費老志向を鮮明にしたり，公害防止機器
を設置Lはじめた。そのために例えぱ公害防止機器産業という新Lい業種も出
現した。
　しかし，さまざまな変革の運動も，1960年代（昭和35年一昭和45年）にお
いては，第二次大戦後の目本を含めた西側先進国の基本的な杜会目標であった
「経済成長」に夫きな疑間を投げかげるには至らなかった。その意味で，1960
年代は，『豊かな杜会』（ガルブレイス）‘2〕を目指し，しかもそれがいわゆる
r豊かな労働考」を輩出するに至るまで実現してきた時代といえよ㌔そのよ
うな杜会では，企業の構成員もr生きがい」を追求しはじめ，r自己実現」が
労務管理のみならず，組織の意思決定の基準となりはじめた。1割こうした事態
をきわめて網羅的に言えぱ，1960年代には，企業は，楽観的かつ理想主義的な
市民団体や消費者団体等によって，杜会の変化に適応するように要求され，そ
れに対応できる状況にあったと言える。
　上述の状況は，1973年11月の第一次石油ショック（石油危機）によって夫き
な変化を蒙むることとなった。このOPEC（Organization　of　PetroIeum
Expo村ing　Comtries；石油輸出国機構）による石油の供給制限戦略は，第四
次中東戦争を有利に展開LようとLたアラブ産油国側の戦略であるが，日本を
筆頭として，’アメリカ等の石油消費国は，前述の第二次大戦後の基本的杜会目
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標を修正せざるを得ない程，影響を受けた。また，第一次石油ショックの前年，
つまり昭和47年に発表されたローマ・クラブの『成長の隈界』‘4〕は，それまで
の経済成長を主要目標とした先進諸国の価値基準に犬きなイソパクトを与え
た。とくに，日本の場会，昭和49年度の国民総生産（GNP）による実質経済成
長率は，前年度と比較しO．2ポイントの減となった。
　第一次石油ショヅクの結果，わが国の企業は，省エネルギーに努め，コス’ト
の高騰を生産ブロセスのイノベーソヨン等によって克服した。今日，国際的に
評価されるようになっているr目本的経営」の新しい基盤は，まさにこの時期
の企業の危機状況の対応策によって，造られたと言っていい。例えぱ，r減量
経営」にみられる合理化の徹底，プロジェクト（マトリヅクス）型の集団活動
の重要性の強調などは，第一次石油ショックによって企業が採用した経営手法
ないし戦略の一部であるが，企業は，これらの対応策を，古い日本的経営の特
質（年功序列制，終身雇用制，企業別組合）の部分的修正（例・選択定年制，
窓際族の創出等）によって実施L，国際競争力をつげることができるようにな
った。㈲とくに，わが国で，この第一次石油ショックのさいに，石油メジャー
や商杜をはじめとして種々の業界において「買占め」やr売り借み」といった
現象がみられ，企業の杜会的責任が追及されるようにもなった。これによって，
それ以降企業は，杜会から，そのうちでもとくにマス・コミの批判を受け彼い
ように，広報室等を充実させて，注意を払うようになった。
　さらには，その後に，・1．1974年8月のアメリカのニクソン大統領の辞任を
もたらしたウォーターゲート事件，2．同年11月の日本での田中首相の金権批
判による辞任，3．1976年2月．アメリカの証券敢引委員会（Sec岨ityand
Exchange　COmmlttee）におけるロヅキート事件の発覚，は企業と杜会との
関係の重要性を，企業の構成員のみたらず，一般の市民（消費者）にも強く印
象づけた。そのことは，また，経営学者の関心も引いた。とくに，アメリカで
は，「ウォーターゲート事件以降（pOst－Watergate）」において，企業と杜会
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との関係を研究対象とする業績が増加してきた。工亙、ポストとP－N．アンド
リュは，アメリカ経営学会の経営におげる杜会間題部会（theSOcia1Issues
ln　Management　D1v1s1on　of　the　Academy　of　Management）のメソバー
が1970年にはほんの一握だったのが1982年には約500人にも増加したことを指
摘している。日本でも，ロヅキード事件以降に，例えぱ諸井勝之助・土屋守章
編『企業と杜会』（東京大学出版会，1979年）のように企業と社会との関係に
ついて新たな視点より研究がなされてきている。また日本経営学会などにおい
ても企業と杜会についての研究が発表されるようになった。Lたがって，目本
とアメリカにおげる企業と杜会との関係は，それぞれウォーターゲート事件と
ロッキード事件以降に旧来の間題意識（企業の杜会的責任論を中心とする）に
カ肢て，企業と政治，企業と政府という側面を加えて本格的に研究されはじめ
たといえる。
　とくに日本においては，1985年で9年目を迎えたロッキード事件も，控訴審
に入った。ロヅキード事件は，その最終判決については予断を許さないが，さ
きに述べたように，企業と杜会との関係を新たなる観点から考察する出発点と
なったことは確かである。1986年後幸に入っても，未だその影響は，なくなっ
ているとはいえない。例えぱ毎年8月下旬に自治省より発表される企業の政治
献金に対してもロヅキード事件以来，市民の監視は続けられている。その意味
では同事件はわが国の経営文化と政治文化に抜き差Lたらぬ影を落していると
いってよいであろう。
　いずれにしても，1960年代にr爆発」した企業を含めたエスタブリシュメソ
’トヘの批判は，1970年代においては，目米両国において，ウォーターゲート事
件およびロッキード事件を契機に，一層強められてきたといえる。そして批判
する側には，たんに若奏（新左翼や「全共闘」）ぱかりでなく，一般市民も属
するようになった。そうした広い基盤からの批判が生じることによってはじめ
て，企業と杜会との関係を研究対象とする経営学のサブフィールドが確立して
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　さらに，ここで工980年代に入ってからの目本とアメリカの企業と珪会との関
係について観察してみると80年代に入って企業をとりまく諸環境が一層変化
しはpめ，変化の遠度も早くなった。例えぱ，日本では企業の国際化（例，目
本国内における日本企業による外霞人杜貫の採用の増加），やマイクロエレク
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トロニクス（ME）革命（例・ロボット数の増加）等の変革が生じている。
　アメリカの場合には例えぱ，ファーガソソは『アクエリアン革命』（松尾弍
之訳）｛7〕のなかで，1980年代にぱ前表のような政治文化における考え方の変化
が生じつつあることを論証している。この表から読みとれることは，権力の分
散が生じていることであり，また，杜会が変革可能なものであり，多様性が社
会の基本的ヂーマにたるということである。また，下から2番則こあるrきわ
めて“男性的”で合理的」という旧式の考え方に対して，新しい考え方は，
r合理的かつ直観的」と示されているが，これは，これまでの杜会が，合理性
とか論理性を重視Lてきたのに対して，これからは，女性的な直観性を重んじ
るべきであることを主張している。すなわち，例えぱ問題の解決にあたっては
合理的な考え方も必要であるが，それと同時に，さらに別の観点から直観的に
感じる問題解決法もしぱしぱ創造的解決をもたらすのである。そして，それ
は，これからの杜会が新しい発想を必要とする隈り，要求される解決法でもあ
る。
　さらには，杜会の動向の予測を職業とするネイスビッツは，『メガトレソズ』
（1982年）帽］において，次の10の主要な質的変化を指摘している。
　1．産業杜会→情報杜会　2．’強制されたテクノロジー→ハイクック・
ハイタッチ　3．　1国経済一→世界経済　4、短期一→長期　5．集権化一→
分権化　6　制度による援助一→自助　7　代表民主王義一→参加民主主義
8、階統制一→ネットワーキソグ　9．北一→南　10．二老択一→多元的
選択
　ネイスビッツは，アメリカにおける新聞記事等を丹念にスクラップし，そこ
から右の10の主要潮流を抽出した。ここでネイスビッツが主張Lていることは，
すでに，マクルーハン｛9〕やトフラーの『第三の波』匝画において提示されたもの
である。しかL，ネイスビッツは，かれらよりももっと明確に到来しつつある
時代を予測している。例えぱ，2のハイテック・ハイタッチの概念は・ハイテ
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ツク（先端技術）には，ハイタッチ（人聞的接触，調和）カミともなうし，ハイ
タヅチがなげれぱハイテックは，人々によって拒絶されるというものである。
そこでは，ホスピスの例が上げられている。高度に進んだ医学は，パイテヅク
の見本のようなものであるが，それでも救えない場合には，ホスピスがあり，
そこで患者にはハイタッチに触れることになり，魂の平安を得る機会が与えら
れるのである。
　また，制度による援助一→自助は，例えば大企業に勤務し，その歯車になる
よりもベソチャー・ビジネスを起して独立自営の道を選択する者の数が増加し
ているということである。また，生活協同組合的事業の増大もその例である。
さらに9の北→南への変革は，アメリカの経済の中心が，北部から南部およ
び西部の州（フロリダ，カリフォルニア，テキサス）へと移動しているという
ことである。具体的には，r小麦，鉄道，重工業を中心とするrニューヨーク
：シカゴ軸』から，石油化学，原油，スペースエイジ・テクノロジーを中心と
するrロサ1■ゼルス＝ヒューストン軸』」に，経済の中心が移行してきている
のである。それは，ネイスビッツも指摘するように，たんなる経済活動の中心
地が移動したとい．う地理的意味だけでなく・北部をアメリカの経済や文化の中
心としてみる伝統的な価値観がゆらぎ，アメリカ杜会の頒値観が多様化してき
ていることの証拠でもある。
　以上，アメリカにおいて出版されたアメリカ杜会全般の今後一近未来一を扱
った著書によって，アメリカ杜会の動向を把握してみた。
　また，わが国でも，現在および近未来の杜会の動向をマクロ的に把えようと
する試みがなされている。例えぱ，大蔵省「ソフトノミックス・フォローアヅ
プ研究会報告書」の第I部構造変化の分析一9「高度情報杜会のバラダイム」
（香山建一チーム）においては，1960年一70年代を「第一次情報化段階」，1980
年代以降を第二次情報化段階として区別し・後老においては・技術面ではコィ
ピュータは第五世代へと進歩し，思想的には，近代合理主義の限界を超える方
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向へω，杜会面では自由化，分権化，情報の質の高度化，多様化へと移行する
などと指摘している。
　以上，若干の杜会予測（socia1forecasting）を紹介したが，それらに共通
することは，犬きくは，
　1．情報化の進展
　2．技術革新の続行
　3．価値の多様化
　4．近代合理主義の行詰り
と要約できよう。換言すれぱ，企業は，高度情報化・高度技術化杜会のなかで，
本来の目標である経済的価値を創造すると同時に，企業をとりまく杜会が多様
な価値観より成り立っている複雑なシステムであることを認識しなげれぼなら
なくなっている。
　以上述べたような状況において，企業は，わが国でもアメリカでも，戦略を
決定するさいには，その戦略の杜会的意味を考えなげれぱならなくなってい
る。例えぱ，企業の輸出戦略においては，相手国の顧客の要求のみならず，貿
易赤字等のマクロ経済指標が提示するその国全体の状況を考慮Lて，その状況
に適合した戦略を設定しなけれぱならない。アソゾフは，そうした戦略を商業
一杜会一政治戦略（co㎜mercial・socio－Po1itica1strategy）とよんでいる。㈹そ
Lてアンゾ7によれぱ，企業一別のところではアンゾフは企業をr環境に貢
献する組織」（environment－se河ing　o－9anization，ES0）というより大きな
カテゴリーのなかに入れる㈲一が商業一杜会一政治戦略をとらざるをえなく
なった理串は，1930年代にF・D・ルーズベルト大統領が約束したrどの鍋に
も2羽のチヅキソそしてどのガレージにも2台の自動車を」ということが今日
では現実になってしまっているので，市民は，企業がやみくもに活動Lて，例
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問題点
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　　　　　　　　　　　　　　　　！　　　　　　　例　　　　　　　1
　　　　　　　　＿＿’＿＿＿一＿」＿＾一一一一＿一一一一一一一’一一一一一一　　　　　　　i
マイナスの副産物　　　　　　　　≡　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ
顧客の欲求に十分応えない骨膿繋鴛」鴛当表示粗悪1
　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1甑さ㍗るほど競靴機能しない1系屯粋な利益極大化はほとんどみられなし’・1
　　　　　　　　　　　　　　　　≡寡占的集中，成長のための成長，現状維持j
　　　　　　　　　　　　　　　　i≡の追求，イノベーショソヘの低抗　　　　i
　企業が杜会的行動のルールを破る　一価格共謀，競争の排除，賄賂，破治的影響；
　　　　　　　　　　　　　　　　jカ不正直　　　　　1
　有害なかっ杜会的に耐えがたい副　、非人聞的な作業条件、富の不平等な分配。｛
産物　　　　　　　　　　　　　　j公害，生態学的不均衡，自然資源の枯渇　1
国家の政策に対する干渉　j企業利益対讐交鵬多国籍企業対臨1
　　　　　　　　　　　　　　　　　軍産複合体対防衛政策　　　　　　　　　，
　企業は高い優先順位をもっ社会の　≡低価格住宅，公共運輸，健臨都市のj．
欲求に奉仕しない　　　1破壌　　　　　j
B　杜会の価値の変化
1、経済成長はもはや国家の中心的目
　　標ではない
C　イデオ戸ギーの変化
1．杜会哲学とLての資本主義の拒絶
l　　　　　　　　　　　　　　11生活の量から質への価値の変化、経済成長
1への低抗，労働倫理の消滅，ビジネスに対’
≡する疑惑と拒否，杜会的イソフラストラク≒
1チャーの強調，杜会福祉，消費考の欲求の
i充足化
1私的所有の拒絶，r見えざる手」観の拒絶，
’所得再分配の要求，国家計画，産業の国有．
≡イヒ，参加部外者の参カロ　　　　　　　…
えぱ環境破壊などを生じせしめることに我慢ができなくなってきていることに
ある。アソゾ7は，自由企業制度（freeenterprise）の問題点を上表のよう
に要約している。
　上表で，とくに問題となると思われるのは，Cのイデオ回ギーの変化のとこ
ろであろう。日本でもアメリカでも，政府は，杜会の種々の分野に資本主義的
な競争原理を導入しようとLている。た’しかに，アンゾフの指摘するように，
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資本主義一どのような形態の資本主義であれ一への不信は強くなっている
が，それ以上に，現在強くなっていると思われるのは，国家による各種の規制
あるいは国家等の公益事業に対する批判である。現在，アメリカでかなり支持
されている「新保守主義」（neW　COnSerVatiSm）とは，政府の日本的な産業
政策を認めるが，根本的には，資本主義体制（自由企業制度）を維持しようと
するものである。その点から見るとアソゾ7のイデオロギーの理論は，アメリ
カや日本よりもヨーロヅパによりよく適用できると思われる。
　例えぱ，日本では，国鉄の分割や日本電々公杜の民営化などの行政改革が進
行中である。これは，月巴大化し，効率的でなくなってきた公的組織を活性化す
る改革である。この行政改革が公的機関のもつ「親方日の丸」的な性格すなわ
ち財政的および人事的自立性の欠如を払拭し，各機関に市場競争の原理に従わ
せるというかぎりにおいて，賛本主義の復活といえる。このことは，アメリカ
のレーガソ政権におけるデレギュレーツヨソ（規制緩和）にも通じる。
　だがここで日本とアメリカの政府の介入の仕方について注意しなければなら
ない。例えぱ，日本におげるニューメディア開発と普及におげる通産省と郵政
省の強力な役割は，わが国がコーポラティズム（corpOratism）的色彩の強い
経済体制であることを示している。この場合のコーポラティズムとは，r団体
統合主義」などと訳されるが，政治学においてはr多元主義（p1ura1ism）」と
は対立する概念とLて用いられる。ωすなわち，官庁，より正確にはその部局
と個別企業が強制加入させられる業界団体との密接な関係によって，経済シス
テムやさらには国家そのものが管理される体制である。例えば，わが国では，
農業協同組合や経団連（経済団体連合会）が官庁と結びついてそれぞれの業界
の利益媒介をなしている。これに対して，多元主義経済システムでは，各業考
団体がその業界の利益代表となっても，各個別企業がその団体に加入すること
は法律等によって義務づげられていない等の特質をもつ。
　そLて，多元主義的システムがアメリカの特質であるならぱ・目本は1先進
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諸国となっているが，戦前期からの上からの工業化という遺産を受げ継いで多
元主義よりコーポラティズムの面が強いといえる。また，今日では多元主義の
アメリカですら，利益団体一議会の委員会一官僚機関というコーポラティ
ズム的装置があると示唆されている。さらに，最近におけるアメリカの産業政
策（industrial　po1icy）の導入の動きは，経済に対する国家の介入としてみな
すことができる。
　以上において見てぎたように，80年代中葉において，日米両国の経済システ
ムは，資本主義と非資本主義とカミ混在しており，両国に共通して見られるのは
ポスト・モダソ的経済であ宕。すなわち，ある部分において，近代資本主義が
完成していながら，他の部分でぱ，依然として近代以前の経済が存在している
のである。そして今日の両国のそうした状況は，企業の環境を一層複雑にL，
その結果，企業と杜会との関係も複雑になってきている。そこではアソゾフの
いう商業一杜会一政治戦略が重要な意味をもってくる。
注（！）1960年代は，物質的にも精神的にも豊かな実りをみせ，「黄金の60年代」と称され
　　る。とくに，若者の文化（ユース・カルチャー）が顕著に発展し，それがいわゆる
　　「犬人」の風俗や物の考え方にも影響を与えた。60年代については，例えば“T〃8
　　肋肋1o附C例肋η，・丁加8タ”肋8，Ti㎜e　Books1978などを参照。
　（2）Galbraith，工K，肋2λ放惚〃∫ooタ2妙，Houghton，1958．鈴木哲太郎訳『ゆたか
　　な杜会』岩波書店，1970年
　（3〕拙薯『企業行動論』（早稲田犬学出版部，1974年）の第8章「現代における疎外」
　　を参照。
（4）Meadows，D．臥Meadows，D－L．，R㎝ders，J．and　Behrens，W－III．，丁加〃伽去
　　まo　Gγo〃肋，Universe　Books，1972一大来佐武郎監訳『成長の限界』ダイヤモソド杜，
　　1972年
　（5）財務面では，他人資本への依存から自己資本の充実が追求されるようになった。こ
　　のことは，目本では，業綬が優良な企業が，財務的には環境から独立してきているこ
　　とを示している。なお財務構造については，目本経済新閲杜編『収益構造は変わっ
　　た』目本経済新聞杜，1981年，参照。
　（6）企業批判に対しては，現在の企業制度を支持する立場からg反批判ないしは，現状
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　肯定的意見がある。批判と反批判が相互に相手を意識することによって，各陣営の論
　理が深化し，そのような杜会の動向が，企業と杜会の関係の研究を促進したといえる。
　アメリカでは，ウォーターゲート事件（ニクソソ大銃領の辞任は一1974年8月である）
　が上院の公聴会で問題にたったのは，1973年5月であり，事件そのものが実行された
　のは1972年6月である。ウォーターゲート事件以前の企業批判に関しては，ネイダー
　のゼネラルモーター杜批判の書がある。
　　わが国では，第二次大戦後一勿論戦前からのマルクス主義経済学および経営経済
　学の遺産を受け継いであるが一批判経営挙というサブフィールドが成立し・マルク
　ス主義の立場から企業批判を行なっている。批判経営学につい’ては，斎藤毅憲「批判
　経営挙」（鈴木英寿編薯『経営学総論』成文堂，1977年）を参照。
（7）Ferguson，M・，丁加λψ〃｛脇Co燗が閉6ツ，St・Martin1980・松尾弍之訳『アク
　エリアシ革命』実業之日本杜，1981年，302頁
（8）Naisbitt，J．肋gαf閉伽丁伽N刎1）ξπ3c肋棚〃舳功o舳伽g　o〃肋ω，Warner
　Books，1982．また，第7の潮流で明きらかにされている労働者の経営参加について．
　は，ロッジが次のような歴史的分析をなしている（Lodge，G・C・「肋N伽λ榊7｛cω
　1∂201ogγ，Knopf，1975）．
モデル1 毛ヂル3a
　　　　　共通の利杏モデル3b
毛ヂル3C
労働者
マネジメント
毛デル2
労働組含
マネジメント
労働者
団体契約
　モデル1は，所有権の自然法的規定に基づく。いわぱ，古典的な資本家対労働者と
いう関係である。オーナーであり，マネジャーでもある企業家が労働者達にかれらが
受入れるもしくは拒否する条件を決定する伺モデル2は，所有と経営の分離がみられ
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　るモデルであ礼ここでは，労働者と専門経営者が団交を通して契約条件の変更たど
　を行う。この場合には，労度の交渉というプロセスが存在するので労働老の参加とい
　う点では，モデル1よりも一歩進んだものといえる。モデル3aは，モデル2をさら
　に発展させたもので，対決よりも共通の利害を求めようとするものである。ただし，
　そこには，強制的仲裁機関が介在することに注意しなければならない。そデル3bは，
　西ドイツの共同決定スタイルで，労組は，労働者の問題に関しては，経営者側と対等
　になり，経営老側に，労働老の代表を送りこむようになる。モデル3cは，ユーゴス
　ラビア型の自主管理で，企業長等のマネジメソトは労働著や地域代表によって選出さ
　れる。
　　なお，労働者の経営参加については，鈴木英寿編著，前掲書所収，小林俊治稿「経
　営参加」（第皿編第1章）を参照。また，西ドイツの経営参カロの新Lい動向について
　は下記参照。
　　二神恭一『西ドイツの労使関係と共同決定』日本労働協会11984年
＜9）マクルーハソの一連の研究を参照する必要があるが，ここではマクルーハソ現象の
　重要性を指摘するにとどめてお㍍
㈹To鋼er，A。丁肋丁肋6W舳，Wi11iam　Mo耐ow，1980・徳岡孝夫監訳「第三の
　波」中央公論杜，1982年
㈲　この場合の近代合理主義は，デカルト的二分法の論理（例，資本と労働，体繍と反
　体制，勤労と余暇）を指す。しかし，前掲の報告書によればそうした二分法は自同律
　に基づく思獲の世界では妥当であるが，現実の世界は，決Lて論理のうえでのよう1こ
　二分されず，むしろ箱互に関連して存李している，つまり相互律によって支配されて
　いるのである。こうした考え方が，鈴木大拙や盲・カプラの’『タオ自然学』などを引
　用して説明されている。
⑫　Anso丘，H．工一“S㏄ietaI　Strategy　for　the　Business　Firm”in　Anso任，乱I．A．
　Bosman，and　Storm，R　M．（e礼）　σ〃〃s切肋励9α〃〃α刎g5犯g∫炉α加gた
　C乃α弼g2，North－Holland，　1982．
⑬　アソゾフは，8〃肋妙〃刎昭舳伽ま，Macmi11an，1978（中村元一訳『戦略経當
　論』産業能率犬学出版部，1980年訳書10頁～11頁）において，現代においては営利追
　求の企業と資産が公的に所右されている非営利組織との間の区分が次第に暖味になっ
　ていることを指摘L，両者をカバーするカテゴリーとしてESO（環境に商品やサー
　ビスを提供する組織）の概念をつくりだした。つまり，企業においては極大利益の追
　求ははんの少数のケースに見られるだけであり，その上，これまで以上に杜会的責任
　を追求するよう杜会から求められている。他方，非営利組織は，経済性や能率など企
　業の行動特性や事業感覚を学ぼなげればならないのである。アンゾフの理論について
　は，藤本隆宏稿「アソゾフの戦略論」（土屋守章編著『現代の企業戦留』有斐閣，1982
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　年，　套禽2章）などを参照o
鮎　コーポラテイズムについては，次を参照。Sch固雌er，P－C．a皿dLeh皿bmch（eds．），
　T””必ま伽α”C0功0”ま｛s”肋閉必囮肋物，Sage　山口定監訳．『現代コーポラテー
　ズムー圃体統合主義の政治とその理論』工，木鐸杜，1984年，訳書，36，37頁（以
　上，後掲シュミッター論文），254頁（「第5章労働なきコーポラティズムか」T．工ペ
　ソペル．桓州恵市稿）。なお，多元主義とコーポラティズムとに共通の基本的仮定と
　して以下の点が指摘されている（同訳書所蚊，シ呈ミッター稿「第1章　いまなおコ
　ーポラティズムの世紀なのか」36頁）。
　ユ．　形式のととのった団体のもつ代表単位としての意義の増犬。
　2、職能的に分化し潜在的な対立関係にある諸利益の持続と拡大。
　3．常勤管理スタ砂フ，専門的橋報，科学技術知識の役割の飛躍的増犬と，その結果
　　として，揺るぎなきものとなった寡頭制の役割の強夫化。
　4、地域代表（制），政党代表（制の）意義の低下。
　5．　公共政策の範囲の拡犬。
　6．　公一私決定領域の相互浸透の一貫した頓軋
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